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公文書存否応答拒否決定に係る審査請求に対する裁決について（答申） 

 

 

 平成２９年７月２１日付け広施恵第２７９号で諮問のあったこのことについては、

別添のとおり答申します。 

 

（諮問第２１７号事案） 
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別添（情報公開関係 諮問第２１７号事案） 

 

答 申 書 

 

 諮問のあった事案について、次のとおり答申します。 

 【諮問事案】 

  平成２９年７月２１日付け広施恵第２７９号の諮問事案（諮問第２１７号事案） 

  平成２９年４月２日付けの公文書開示請求に対し、広島市長（以下「実施機関」という。）が同年５

月１７日付け広施恵第１９０号で行った存否応答拒否決定に対する同月２１日付け審査請求 

 

１ 審査会の結論 

  実施機関は、上記の公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対し、その存否の情報を明

らかにしないで開示請求を拒否する旨の決定（以下「本件存否応答拒否決定」という。）を行った。 

  その後、実施機関は、平成３１年４月８日付けで本件存否応答拒否決定を取り消すとともに、本件

開示請求に対して、同日付けで改めて公文書開示決定を行っていることが認められる。 

  したがって、本件存否応答拒否決定の取消し及び対象となる公文書の開示を求める本件審査請求の

利益は、本件存否応答拒否決定を取り消す旨の決定により既に失われており、本件審査請求は不適法

であることから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４５条第１項の規定により、実施機

関はこれを却下すべきである。 

  



２ 

別紙１ 

 

審査会の処理経過 

 

年 月 日 処 理 内 容 

Ｈ２９．７．２１ 
 広施恵第２７９号の諮問を受理 

（諮問第２１７号で受理） 

Ｈ３０．１２．１３ 

（第１回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｈ３１．１．３１ 

（第２回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｈ３１．２．１９ 

（第３回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｈ３１．３．２２ 

（第４回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｈ３１．４．９ 

（第５回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｒ１．５．２８ 

（第６回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｒ１．７．１６ 

（第７回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｒ１．８．２０ 

（第８回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｒ１．９．２４ 

（第９回審査会） 
 第２部会で審議 

Ｒ１．１０．８ 

（第１０回審査会） 
 第２部会で審議 
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